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全国的に空家が増加し空家対策が課題になる中、2015（平成 27）年５月 26日に「空家等対策の推

進に関する特別措置法（以下「空家法」という。）」が完全施行されました。空家法においては、空家

等の所有者又は管理者(以下「所有者等」といいます。)が、空家等の適切な管理について第一義的な

責任を有することを前提としつつ、住民に最も身近な行政主体であり、個別の空家等の状況を把握す

ることが可能な立場にある市町村が、地域の実情に応じた空家等対策の実施主体として位置づけられ

ています。  

横浜市においては、2016（平成 28）年２月に「横浜市空家等対策計画」、2019（平成 31年）年３月

には「第２期 横浜市空家等対策計画」を策定し、行政内部の関係部署だけでなく、地域住民や大学、

不動産・法務・建築等の専門家団体など、住まい・まちづくりに関わる各主体が連携協働し、「空家化

の予防」、「空家の流通・活用促進」、「管理不全な空家の防止・解消」、「空家の跡地活用」を取組の柱

として、空家等対策に取り組んできました。 

2021（令和３）年３月には、「横浜市空家等に係る適切な管理、措置等に関する条例(以下「空家条

例」という。)」を制定し、空家等の所有者等による適切な管理の義務化や、所有者がいない特定空家

等に応急的な危険回避措置を行えるようにするなどを規定しました。 

こうした中、2023（令和５）年 6月に空家法が改正され、空家対策をさらに進めるための新たな制

度や仕組みが創設されました。 

この法改正に対応するとともに、今後も、既存の住宅等の老朽化や、少子高齢化の進行等に伴い、

空家が増加していくものと予想されるなか、総合的な空家等対策をより一層加速させるため、「第３

期 横浜市空家等対策計画」を策定します。 

  

１－１ 目的 

第１章 横浜市空家等対策計画の目的と位置づけ 
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■本計画における「空家等」「空家」「空き家」の表記について 
 

・空家法における「空家等」の定義に該当するものについては、「空家等」又は「空家」と表現 

参考）空家法第２条第１項に定義される「空家等」 

    「建築物又はこれに属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの

又はその敷地」 
 
・「住宅・土地統計調査」及び「空き家の発生を抑制するための特例措置（譲渡所得の 3,000万円特別控

除）」に関するものについては「空き家」と表記 

 参考）「住宅・土地統計調査」における「空き家」 

    人が住んでいない住宅で、建築中の住宅及び一時現在者のみの住宅を除く住宅。 
 
・その他、一般的な表現については、「空家」と表記 

 

 

■「管理不全な空家」「管理不全空家等」「管理不足空家等」の表記について 
 

・第２期 横浜市空家等対策計画では、適切な管理がされていない空家を「管理不全な空家」として定義してい

ました。2023（令和５）年６月に空家法が改正され、新たに「管理不全空家等」が定義されました。このた

め、従前の「管理不全な空家」を新たに「管理不足空家等」として定義することで、用語を適切に使い分け

ます。 

・ただし、これまでの取組等について記載した第 2章に限り、「管理不足な空家」と記載することとします。 

 

 

〈管理状態に応じた空家等の分類〉 

 

 
空家等（空家法第２条第１項） 

管理不全空家等 

（空家法第 13条第１項） 
適切な管理がされている空家等 

特定空家等 

（空家法第２条第２項） 

時間の経過 

管理不足空家等 
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本計画は、空家法第７条に規定する空家等対策計画として、横浜市空家等対策協議会での協議を

踏まえ、策定しています。 
また、横浜市の市政運営の方向性を示した「横浜市中期計画」を踏まえるとともに、本市の住ま

いや住環境についての基本的な方向性を示す「横浜市住生活マスタープラン」を深度化する住宅政

策関連計画の一つとして位置づけます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

  上位計画となる「横浜市住生活マスタープラン」が、2022（令和４）年度に策定され、2022（令和

４）年度から 2031（令和 13）年度の 10 年間の計画期間が設定されたのと連動し、第３期横浜市空

家等対策計画の計画期間を 2023（令和５）年度から 2032（令和 14）年度までの 10 年間とします。 
なお、社会情勢の変化に的確に対応するため、原則として５年ごとに見直しを行います。 

 
 
 
 
 
 
 
    

 2022 
(R4) 

2023 
(R5) 

2024 
(R6) 

2025 
(R7) 

2026 
(R8) 

2027 
(R9) 

2028 
(R10) 

2029 
(R11) 

2030 
(R12) 

2031 
(R13) 

2032 
(R14) 

住生活 
マスタープラン            
空家等 
対策計画 

           

１－３ 計画期間 

１－２ 計画の位置づけ 
 

見直し 

連携 計画期間︓2023（令和 5）年度 ～ 2032（令和 14）年度 

計画期間：2022（令和４）年度 ～ 2031（令和 13）年度 

空家等に関する施策を
総合的かつ計画的に

実施するための
基本的な指針

「特定空家等に対する
措置」に関する適切な
実施を図るために必要
な指針（ガイドライン）

分野別計画（主なもの）

横
浜
市
地
域
福
祉
保
健
計
画

横
浜
市
防
災
計
画

横
浜
市
景
観
ビ
ジ
ョ
ン

横
浜
市
水
と
緑
の
基
本
計
画

横
浜
市
地
球
温
暖
化
対
策
実

行
計
画

横
浜
市
住
生
活
マ
ス
タ
ー

プ
ラ
ン

横
浜
市
中
期
計
画

住宅政策関連計画（主なもの）

横
浜
市
市
営
住
宅
の
再
生

に
関
す
る
基
本
的
な
考
え
方

横
浜
市
賃
貸
住
宅
供
給
促

進
計
画

横
浜
市
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
適

正
化
推
進
計
画

横
浜
市
高
齢
者
居
住
安
定

確
保
計
画

横
浜
市
空
家
等
対
策
計
画

基づく

横浜市住生活マスタープランや横浜市空家等対策計画に基づく各種施策

深度化

基づく

基
づ
く

基
づ
く

空
家
等
対
策
の
推
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法

横
浜
市
都
市
計
画
マ
ス
タ
ー

プ
ラ
ン

整合

整合

踏まえる

見直し 
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横浜市の一戸建住宅の空き家は、住宅・土地統計調査の結果では、2013（平成 25）年から 2018（平

成 30）年にかけて微減しましたが、空家予備軍である一戸建に住む高齢者のみ世帯は増加傾向にあり、

今後は空家の数が増加していくことが想定されます。 

近年、空家の見守りを行う自治会町内会や、空家の管理、相談窓口、活用支援を担うＮＰＯや民間

事業者等が登場するなど、空家対策に関わる担い手が増えてきています。 

 

（１）空家の状況                                 

2018（平成 30）年の「住宅・土地統計調査」によると、本市の空き家は 178,300 戸となってお

り、内訳は一戸建住宅が 27,800 戸、共同住宅・長屋等が 150,500戸となっています。さらに、空

き家の種類別でみると、一戸建住宅は市場で流通していない「その他の住宅」が約 73％を占めてい

るのに対し、共同住宅・長屋等は賃貸用の住宅が約 74％を占めています。 

一戸建の空き家のうち、その他の住宅は 20,200 戸となっており、2013（平成 25）年からはわず

かに減少していますが、関東の他の政令指令都市と比較すると、非常に多い数となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 横浜市の空家をとりまく現状と課題 

２－１ 横浜市の空家をとりまく現状 

〈一戸建と共同住宅における空き家の種類別割合（H30）〉 

〈一戸建の空き家（その他の住宅）の推移〉 〈関東の政令指定都市における一戸建の
空き家（その他の住宅）数（H30）〉 

資料：住宅・土地統計調査 
（総務省） 

都市名 空き家数 
横浜市 20,200戸 
川崎市 5,200戸 
相模原市 5,400戸 
千葉市 9,800戸 
さいたま市 9,100戸 

 
資料：住宅・土地統計調査（総務省） 

共同住宅・長屋等

一戸建の住宅

賃貸用の住宅 74％（110,900戸） その他の住宅
21％

売却用 5%二次的 1%

その他の住宅 73％（20,200戸）売却用
17%

賃貸用
9%

二次的 2%

27,800戸

150,500戸

13,200戸
15,970戸

20,760戸
20,200戸

2.5%
2.8% 3.4%

3.2%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

0戸

5,000戸

10,000戸

15,000戸

20,000戸

25,000戸

H15 H20 H25 H30

一戸建の空き家戸数 一戸建の空き家率 資料：住宅・土地統計調査（総務省） 
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 区ごとの一戸建の空き家（その他の住宅）の状況をみると、数では港北区や旭区など、一戸建の

住宅戸数が多い区で多い傾向にありますが、空家率でみると、中区や西区、南区など、木造住宅密

集市街地を抱える都心部で高い傾向にあります。2022（令和４）年度に行った実態調査でも、都心

部にある中区の本郷町地区の空家率が 6.3％、郊外部にある栄区の上郷東地区の空家率が 2.1％と

いう結果となっています。経年でみると、空き家の数や割合が、増加傾向にある区もあれば、減少

傾向にある区もあります。また、ある区について水道閉栓データからモデル的に町丁目別に調査し

た結果では、駅周辺のスプロール的に形成された市街地で高く、計画的開発地で低い傾向がありま

した。このように、地域の特性により、空家の状況は大きく異なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一戸建の空き家（その他の住宅）率

2.0‐2.5%
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（44,350）

（36,330）

（11,910）

（19,540）

（35,770）

（39,540）
（36,790）

（54,120）

（28,640）
（36,280）

（50,180）

（27,200）

（50,570）

（24,880）

（46,220）

（23,870）

（34,940）

（27,240）

※（ ）内は、一戸建の住宅戸数

〈区ごとの一戸建の空き家（その他の住宅）戸数の状況（H30）〉 

資料：住宅・土地統計調査（総務省） 

〈区ごとの一戸建の空き家（その他の住宅）率の状況（H30）〉 

資料：住宅・土地統計調査（総務省） 



6 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

鶴
見
区

神
奈
川
区

西
区

中
区

南
区

港
南
区

保
土
ケ
谷
区

旭
区

磯
子
区

金
沢
区

港
北
区

緑
区

青
葉
区

都
筑
区

戸
塚
区

栄
区

泉
区

瀬
谷
区

H20 H25 H30

〈区ごとの一戸建の空き家（その他の住宅）戸数の推移（H30）〉 

資料：住宅・土地統計調査（総務省） 
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（２）空家予備軍の状況                              

いわゆる空家予備軍である一戸建の住宅に住む高齢者のみ世帯の数は、2018（平成 30）年で

181,400 世帯と多く、2008（平成 20）年から 2018（平成 30）年にかけて約５万世帯増加していま

す。空家予備軍の一戸建の住宅に住む世帯全体に占める割合も増加傾向にあり、2018（平成 30）年

で 30.2％と、関東の他の政令指定都市と比べて２ポイント以上高くなっています。 

65 歳以上の老年人口率（高齢化率）は、今後も増加することが推計されており、空家予備軍であ

る高齢者のみ世帯数も増加し続けることが予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〈関東の政令指定都市における一戸建に
住む高齢者のみ世帯割合（H30）〉 

都市名 割合 
横浜市 30.2％ 
川崎市 28.2％ 
相模原市 24.9％ 
千葉市 28.5％ 
さいたま市 27.3％ 

 

〈一戸建に住む高齢者のみ世帯数と割合の推移〉 

〈年齢３区分別人口の推移及び将来推計〉 

資料：住宅・土地統計調査（総務省） 

134,420

155,520

181,400

24.8%
26.8%

30.2%
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（３）多様な担い手の動き                             

近年、自治会町内会が、空家の位置や所有者を把握し、空家の見守り、庭木の剪定等の管理の

代行などを実施する動きが出始めています。 

また、市内には、空家対策に取り組むＮＰＯ法人が多数存在しており、独自に空家の無料相談

窓口やセミナーの開催等を実施しています。 

さらに、空家の相談窓口、管理、活用、除却促進等を専門に行う民間事業者等が登場し、地方

自治体と協定を締結して連携している事例も増えてきています。本市でも、2022（令和４）年に

株式会社クラッソーネと連携協定を締結し、スマートフォン等から「解体費用」と解体後の「土

地の売却価格」の概算額を手軽に無料で把握することができる「横浜市版 すまいの終活ナビ」を

開発、提供を行っています。 

 

〈自治会町内会による空家対策の事例〉 
 

自治会町内会名 活動内容 
旭区 二俣川ニュ

ータウン連
合町内会 

・ 空地の所在地、所有者情報、地元で困っている内容等の区への情報提供 
・ 地元の造園業者とで「空家環境改善すすめ隊」を立ち上げ、所有者同意

のもと空家の庭木剪定、雑草駆除、清掃を実施 
緑区 東本郷ばら

の会自治会 
・ 転出者の連絡先の把握 
・ 住民からの空家に対する苦情を受付 
・ 所有者と連絡をとり、対応策を調整（専門業者やシルバー人材センター
の紹介） 

・ 草刈りや庭木の剪定などを有償ボランティアで実施 
栄区 湘南桂台自

治会 
・ 地区のブロックごとに空家と空き地の数を把握 
・ 転出者の連絡先を把握 
・ 通常の自治会費の半分の額を負担することで、自治会にて定期的に空き
家を見守ってもらうことができる。 
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第２期空家等対策計画に基づき「空家化の予防」「空家の流通・活用促進」「管理不全な空家の防止・

解消」「空家の跡地活用」の４つを柱に空家等対策を進めてきました。各柱のこれまでの取組と現状の

課題は次の通りです。 

（１）空家化の予防の課題                              

空家の管理や活用、相続への備えの啓発や相談窓口を周知するパンフレット「空家のはなし」を

作成し、市庁舎や区役所、イベント等で配布したり、専門家による空家セミナーを YouTube横浜市

公式チャンネルで配信したりするなどにより、広く市民への周知を進めてきました。しかし、「空家

化の予防」のターゲット層となる持ち家を持つ高齢者やその子世代に直接訴求する啓発は十分にで

きていない状況にあります。また、ターゲット層との接点が多い地域ケアプラザ等と対象とした「住

まいの終活」に係る出前講座を用意していますが、開催実績は少ない状況にあります。 

さらに、空家にしないための対応について、一戸建住宅に居住中の高齢者等が利用しやすい、身

近な場所で相談ができる体制が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２－２ 横浜市の空家等対策の課題 

〈普及啓発パンフレット〉 〈専門家による空家セミナー動画（YouTube）〉 
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（２）空家の流通・活用促進の課題                             

2019（令和元）年 11月に「空家の総合案内窓口」を開設し、空家所有者等から年間 200件程度の

相談を受けています。この総合案内窓口では、相談に応じた簡単なアドバイスを行うとともに、専

門的なアドバイスが必要な場合は、本市が協定を締結している専門家団体の相談窓口を案内してい

ます。しかし、相互に関連する複数の分野の相談を行うワンストップ型の対応や、相談者を解決ま

でフォローする伴走型の対応は難しいため、複合的な問題への対応や継続的な支援が十分にはでき

ていないという課題があります。 

2021（令和３）年度に、空家活用のマッチング制度、空家活用の専門相談員派遣事業、空家の改

修等補助金を創設し、地域活性化に向けた多様な活用を促進していますが、家賃、耐震性等の問題

や用途規制等各種規制がハードルとなり活用が進まないケースがあるなどの課題が出ています。 

木造住宅密集市街地等では、敷地規模が狭小であったり接道が不十分な状況で建替えが進まず、

空家のままになっている状況が見受けられます。こうした空家の流通も課題となっています。 

 

〈空家の総合案内窓口の相談件数の推移〉     〈空家の総合案内窓口の様子〉 
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（３）管理不全な空家の防止・解消の課題                             

所有者等による自主改善を促進するため、関係区局の連携により、所有者等に対する改善指導等

に取り組んできていますが、近隣の方から本市に寄せられる管理不全な空家の相談は、依然として

多い状況にあります。 

 また、空家法に基づく特定空家等に 2022（令和４）年度末で 356件認定し、同じく 2022（令和４

年）度末で累計 140件の空家が改善されましたが、半数以上は未改善の状況にあります。特に、所

有者不明・不存在の空家への対応は難しく、課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）空家の跡地活用の課題                             

管理不全な空家の指導の際に、建物の除却や跡地活用に関する支援制度を周知しています。さら

に、地震火災による被害が特に大きいと想定される木造住宅密集市街地においては、防災まちづく

り協議会に働きかけを行うなどにより、空家跡地等における防災広場の整備を支援し、これまで３

件の防災広場が整備されました。 

今後、市全域において跡地活用の取組を支援できるよう、具体的な方策を検討していく必要があ

ります。 

 

〈防災広場の整備事例〉 
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〈特定空家等の認定と改善の件数の推移（累計）〉 
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（１）対象とする空家等の種類                           

「２－１ 横浜市の空家等をとりまく現状」で述べたとおり、共同住宅・長屋等の空き家は「賃

貸用の住宅」が多くを占めており、不動産市場でその多くが流通していると考えられます。 

一方、一戸建の空き家は、賃貸用や売却用等以外の市場で流通していない「その他の住宅」が多

くを占めているのが現状です。また、近隣の方から本市に寄せられる空家に関する相談においても、

そのほとんどが一戸建の空き家に関する相談です。 

そのため、本計画の主な対象とする空家等の種類を「一戸建の空き家」とし、空家化の予防に関

する施策については、居住中の「一戸建の住宅」を対象とします。 

なお、共同住宅・長屋等における「その他の住宅」については、建物１棟が空き家の場合に限り、

必要に応じた対策を講じます。 

分譲マンションの空き室対策については、マンション関連施策として対応していきます。 

 

（２）空家等対策の対象地区                            

  対象地区は横浜市全域とします。 

なお、施策の実施にあたっては地域特性を考慮するものとし、防災上の観点からも空家等対策

の推進が重要な木造住宅密集市街地対策のエリアにおいては、木造住宅密集市街地対策の関係区

局と連携した取組を実施します。 

 

（３）空家等の調査                               

基本的に国が５年ごとに実施する「住宅・土地統計調査」に基づき、本市全域の空き家の状況

を把握しますが、第４章に掲げる具体的な施策を推進するために、必要に応じて空家等の調査を

行います。 

 

  

第３章 空家等対策の基本的な方針 

３－１ 空家等対策の基本事項 
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（４）横浜市空家等に係る適切な管理、措置等に関する条例              

空家の適切な管理の促進を通じて市民の生活環境の保全を図るとともに、適切な管理がされていな

い空家等に起因する危険から市民の生命又は身体を保護することを目的とした、空家条例を、2021（令

和３）年３月に制定しました。 

空家条例では、空家法の施行に関し必要な事項として、所有者等の責務の義務化や地域住民等から

の情報提供の求めなどを定めるとともに、特定空家等に起因する危険を回避するための措置として、

空家法の規定より早いタイミングでの危険の周知や応急的危険回避措置を規定しています。 

 
 

 

  

第１条 目的 条例の制定目的 
第２条 定義 用語の定義 
第３条 所有者等の責務 空家所有者等による適切な管理の責務等 

第４条 市の責務 空家所有者等による適切な管理の促進や空家対策全般
を適切に進める責務 

第５条 空家等に関する対策 空家等対策計画・基本方針に基づく対策の推進 
第６条 情報の提供の求め等 地域住民等へ対する情報提供・協力の求め 
第７条 危険の周知等 公示（標識設置）・所有者等への通知 
第８条 応急的危険回避措置 措置の実施・所有者等への通知・費用負担 

〈空家条例の条文の構成〉 
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所有者

専門家
団体

ＮＰＯ・
民間事業
者

行政

大学

地域住民

 

 

 以下の３つの理念のもとに、総合的な空家等対策を実施します。 

 

● 市民の安全・安心を確保するための実効性のある対応   

空家等対策の取組に関する情報を市民に広く周知し、空家の適正な管理を促すとともに、周辺

へ悪影響を及ぼしている管理不足空家等に対しては、空家法等を活用した情報提供や助言、実効性

のある改善指導を早い段階から行うことで、市民の安全・安心な暮らしを確保します。 

 

● 地域の活性化・子育て支援・まちの魅力向上に向けた流通・活用の促進          

利用可能な空家を、所有者や地域のニーズに応じて、子育て世代向けの住宅としての流通や地

域での活用等を促進することで、地域の活性化や子育て支援、まちの魅力向上につなげます。 

 

● 地域住民、専門家団体、ＮＰＯ・民間事業者など多様な主体の連携         

所有者と行政だけでなく、地域住民（自治会町内会）や大学、不動産・法務・建築等の専門家団

体、空家の活用や管理等に取り組むＮＰＯや民間事業者などの多様な主体が相互に連携し、総合的

な空家等対策を推進します。 

 

 

 

  

３－２ 空家等対策の基本的な理念 

〈多様な主体の連携体制のイメージ〉 
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「３－２ 空家等対策の基本的な理念」において示した「地域住民、専門家団体、ＮＰＯ・民間事

業者など多様な主体の連携」を踏まえ、現在の実施体制を継続するとともに、新たにＮＰＯ・民間事

業者等との連携を図ることにより、空家等対策の実施体制を強化していきます。 

 

（１）空家法に基づく協議会の組織                          

空家法第８条に基づき、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うため、2015

（平成 27）年８月より横浜市空家等対策協議会（以下「協議会」という。）を組織しています。協議

会においては、専門的な視点から多角的な議論を行う必要があるため、国の指針に基づき、幅広い

分野から委員を選出しています。 

 

 

 

氏名 組織・団体等 分野 

齊藤  広子 横浜市立大学 大学教授・教員等 

矢田  尚子 日本大学 大学教授・教員等 

平島  慶子 神奈川県弁護士会 弁護士 

植村  洋子 神奈川県司法書士会 司法書士 

岡田  日出則 
公益社団法人  

神奈川県宅地建物取引業協会 
宅地建物取引士 

志村  孝次 
公益社団法人全日本不動産協会  

神奈川県本部 横浜支部 
宅地建物取引士 

嶋田  幸子 神奈川県土地家屋調査士会 土地家屋調査士 

佐藤  建二 一般社団法人 横浜市建築士事務所協会 建築士 

森下  幸 社会福祉法人 横浜市社会福祉協議会 地域の福祉に携わる者 

杉野  展子 
特定非営利活動法人  

横浜プランナーズネットワーク 
まちづくりＮＰＯ等の団体 

馬場  佳子 
一般社団法人 

神奈川県不動産鑑定士協会 
不動産鑑定士 

田中  誠 神奈川県行政書士会 行政書士 

大村  貴志 東京地方税理士会 税理士 

山中  竹春 横浜市長 市長 

2024（令和６）年３月現在   

３－３ 空家等対策の実施体制の整備 

〈横浜市空家等対策協議会委員名簿〉 
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（２）庁内推進体制                                

空家等対策は課題が多岐にわたるため、関係区局が連携して対策を推進することが必要です。こ

のため、建築局が中心となり、区役所、政策局、財政局、市民局、こども青少年局、健康福祉局、

医療局、資源循環局、都市整備局、道路局、消防局などと連携する庁内体制をとっています。今後、

必要に応じてその他の関係局も参画します。 

そして、多岐にわたる課題について総合的な対策を講じられるよう、各部署が把握する課題を整

理し、対応策の検討を進めます。 

 

（３）専門家団体等との連携                             

市民生活の安全・安心の確保や地域の活性化・子育て支援・まちの魅力向上に向けて、相互に連

携・協力し、総合的な空家等対策を推進することを目的として、不動産・法務・建築・まちづくり

等の専門家団体等と、「横浜市における空家等対策に関する協定」を締結しています。 

本協定に基づき、専門家団体等で相談窓口を開設し、主に市内の空き家所有者からの相談に応じ

ています。 

なお、協定を締結した専門家団体等については、定期的に開催する連絡会で意見交換を行うなど、

連携強化を図ることで、複合的な課題の解決に取り組みます。 

 

2024（令和６）年３月現在  

協定締結団体名 窓口における相談内容 

公益社団法人 神奈川県宅地建物取引業協会 

不動産（空家）の売買や賃貸に関すること 公益社団法人 全日本不動産協会神奈川県本部 

横浜支部 

神奈川県弁護士会 
空家の相続、成年後見等権利関係の整理、空家を

めぐる紛争の解決に関すること 

神奈川県司法書士会 土地・建物の相続登記、成年後見等に関すること 

神奈川県土地家屋調査士会 
建物の表題・変更・滅失登記、境界の調査・確認

に関すること 

一般社団法人 横浜市建築士事務所協会 建物に関すること 

特定非営利活動法人  

横浜プランナーズネットワーク 
空家及び跡地の活用に関すること 

一般社団法人 神奈川県不動産鑑定士協会 不動産（土地・建物）の評価に関すること 

神奈川県行政書士会 
空家の所有者・相続人の確認、利用・活用に伴う
行政手続や契約書等に関すること 

東京地方税理士会 空家に係る税金に関すること 

公益財団法人 横浜市シルバー人材センター 空家の管理に関すること 

公益社団法人 神奈川県ペストコントロール協会 空家に係る衛生害虫等に関すること 

〈横浜市空家等対策関係団体連絡会名簿〉 
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（４）ＮＰＯ・民間事業者等との連携                             

近年、空家の活用や管理等に取り組むＮＰＯや民間事業者等が増えてきています。また、空家法

の改正により、空家等管理活用支援法人制度が創設されたことを踏まえ、こうした団体と連携する

ことで、ワンストップ型や伴走型の相談対応等を強化していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、横浜市市民協働推進センターと連携により、「空家活用のマッチング制度」による地域活性

化に資する施設としての空家活用を支援します。 

 

  

■ 空家等管理活用支援法人制度 

市区町村が空家の活用や管理に積極的に取り組むＮＰＯ法人、社団法人、株式会社等を空家等管理活用支

援法人に指定ができる制度で、令和５年６月の空家法改正で創設されました。 

指定を行った支援法人に対し、所有者の同意のもと、市区町村から空家所有者に関する情報の提供などが

可能となります。また、支援法人は、市区町村に対し、空家の財産管理人の選任請求や空家等対策計画の策

定等に係る提案が可能となります。 

 

 

 

 

 〈空家等管理活用支援法人制度の仕組み〉 
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（５）空家に関する相談体制                             

① 空家所有者やその親族等向けの相談体制                          

空家所有者やその親族等向けに、空家の総合案内窓口を開設しています。ここでは、相談に応じ

た簡単なアドバイスを行うとともに、専門的なアドバイスが必要な場合には、本市が協定を締結し

ている専門家団体の相談窓口の紹介を行います。 

 
 

名称 受付時間 場所 運営 

空家の総合案内

窓口 

10時～17時 

定休日は、土日、祝

日、年末年始 

神奈川区栄町８－１ 

ヨコハマポートサイドビル４階 

住まいるイン 

横浜市住宅供給公社 

 

また、住宅関係団体等と連携・協力して開設している「住まいの相談窓口」でも空家に関する相

談を受けつけています 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈空家の総合案内窓口、空家に関する相談が受けられる住まいの相談窓口の位置図〉 

〈空家の総合案内窓口の概要〉 

空家の総合案内窓口（住まいるイン）

ナイス住まいの情報館住まいるCafe鶴見東

ナイス住まいの情報館住まいるCafe鶴見西

ナイス住まいの情報館住まいるCafe綱島

京急すまいるステーション金沢文庫駅相談カウンター

ナイス住まいの情報館住まいるCafe上大岡

東急株式会社住まいと暮らしのコンシェルジュ東急百貨店たまプラーザ店

東急株式会社住まいと暮らしのコンシェルジュ青葉台店

くらそラウンジ二俣川店

くらそラウンジ緑園都市店

ナイス住まいの情報館住まいるCafe星川

空家の総合案内窓口

住まいの相談窓口

ナイス住まいの情報館住まいるCafe菊名

ナイス住まいの情報館横浜
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② 周辺住民等向けの相談体制                                
周辺へ悪影響を及ぼす空家は、相談内容が多岐にわたるため、区役所、建築局、消防局、市民局、

資源循環局、医療局、道路局など関係区局で連携体制を構築し、空家等の所有者等への改善に向け

た働きかけや指導を実施しています。 
周辺住民からの相談に対しては、まずは相談内容に応じて区の担当部署が状況を把握し、内容が

多岐にわたる案件は、関係する部署が連携して対応します。さらに、緊急的な対応を要する状況の

ものについては、とりまとめ局へ適宜引き継ぐなど、地域の安心・安全の確保に向けた取組を進め

ています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈適切な管理が行われていない空家等の改善に向けた流れ（令和５年 10月時点）〉 

項目（通報の内容） 区の担当部署 とりまとめ局 

建物に関すること（建物の老朽や腐朽等） 区政推進課 建築局建築指導課 

火災に関すること（火災等の危険性等） 消防署 消防局予防課 

防犯に関すること（侵入の危険性等） 地域振興課 市民局地域防犯支援課 

ごみに関すること（不法投棄等） 地域振興課 資源循環局街の美化推進課 

衛生害虫等に関すること（衛生害虫・ねずみ等） 生活衛生課 医療局生活衛生課 

道路側への樹木の繁茂（道路交通への影響等） 土木事務所 道路局管理課 

隣地側への樹木の繁茂 区政推進課 建築局建築指導課 
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「１ 空家化の予防」、「２ 空家等の流通・活用促進」、「３ 管理不足空家等の防止・解消」を取組の

柱とし、住まいが空家になる前の居住中の状態から、空家除却後の跡地活用まで、住まいの状態に応

じた対策を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３－４ 空家等対策の取組方針 

住まいの状態 

居
住
中 

除却 

取組の３本柱 主な対象 

３ 管理不足空家等の防止・解消 
（１）所有者等への普及啓発 
（２）多様な担い手との連携による空家管理等 
（３）所有者等への改善指導等による自主改善の促進 
（４）所有者が不明・不存在の場合の対応 
（５）切迫した危険等の行政による解消 

空
家 

空家化 

２ 空家等の流通・活用促進 
（１）地域の活性化に資する施設としての活用の支援強化 
（２）子育て世代の転入・定住促進に資する活用施策の展開 
（３）空家の除却の効果的な動機づけによる流通の促進 
（４）ワンストップで継続的な支援ができる相談体制の強化 

居住中の一戸建 
600,600戸 

（うち、高齢者のみ世帯 
 181,400戸） 

 

 

空家 
27,800戸 

（うち、その他の住宅 
 20,200戸） 

 

うち腐朽・破損あり 
6,400戸 

空
家
の
跡
地 

１ 空家化の予防 
（１） 持ち家をもつ高齢者世帯とその子世代に向けたプロモーション 
（２）ワンストップで継続的な支援ができる相談体制の強化 
（３）福祉部局や地域ケアプラザ等との連携強化 
（４）地域ごとの課題や特性を踏まえた予防対策 

（５）地域の環境改善等に資する跡地活用等の促進 
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  上位計画となる「横浜市住生活マスタープラン」で設定した、空家等対策に係る成果指標を、本

計画における成果指標とします。なお、目標値については、本計画の目標年次が 2032（R14）年度で

あることから、横浜市住生活マスタープラン（目標年次 2031（R13）年度）で設定したものから、さ

らに１年後の数値を算出して設定します。 
 

指標 現状 目標値 

一戸建の空き家の戸数（別荘、賃貸・

売却等以外） 

20,200戸 

（2018（H30）年度） 

22,000戸程度に抑える※１、２ 

（2028（R10）年度） 

市の支援を受けて実現した一戸建

の空家等の活用件数 

５件／年 

（2022（R4）年度） 

100件※３、４ 

（2023（R5）～2032（R14）年度） 

管理不足空家等の改善件数（累計） 
140件 

（2022（R4）年度） 

255件※５、６ 

（2032（R14）年度） 

 

※１ 算出方法 

 国が５年ごとに行う住宅・土地統計調査による。同調査の計画期間内の実施予定は 2023

（令和５）年、2028（令和 10）年。 

※２ 目標値の考え方 

 国の住生活基本計画（2021（令和３）年３月）では、空家の増加率を 12％（10 年間換算）

と見込んでいるが、本市では 10％に低減して 2028（令和 10）年度末の戸数を算出 

※３ 算出方法 

区局の支援制度により実現した一戸建の空家等の活用件数（①空家活用：建築局、②ヨコ

ハマ市民まち普請事業、防災広場整備事業：都市整備局、③地域緑のまちづくり：環境創造

局、④福祉拠点整備：健康福祉局、⑤活動拠点整備：こども青少年局、⑥空家活用、地域の

居場所づくり等：各区役所 等） 

※４ 目標値の考え方 

過去の実績（令和４年度：５件）を踏まえ、平均 10件／年を活用するとして算出 

※５ 算出方法 

区局の支援制度や指導による一戸建の空家等の改善件数（①特定空家等の改善件数、②専

門家相談員派遣による改善件数、③財産管理人制度活用による改善件数、④除却に係る補助

事業による除却件数（管理不足空家等に限る） 

※６ 目標値の考え方 

 過去の実績（約 13件／年）を踏まえ、15件／年を改善するとして算出 

成果指標については、毎年度進捗状況を把握し、横浜市空家等対策協議会で施策の効果等を検証、

協議します。その上で、社会経済状況の変化等も見極めながら、施策の内容や事業のスケジュールを

柔軟かつ機動的に見直していきます。 

３－５ 成果指標 



22 
 

 

 

 

 

 「２－１ 横浜市の空家等をとりまく現状」を踏まえると、空家予備軍である高齢者のみ世帯が増

加していることから、今後も空家が増加することが予想されます。そのため、居住中の段階における

住まいの終活等の普及啓発や支援など、空家化の予防に向けた取組を強化します。 

 

（１）持ち家をもつ高齢者世帯とその子世代に向けたプロモーション          

① 住まいの終活ノート等をターゲット層が手に取りやすくなる工夫                         

空家の相続に備えることや住まいの終活を薦める冊子「空き家にしない『わが家』の終活ノート」

等のホームページへの掲載や、区役所等の窓口での配布により、情報提供・意識啓発を行います。 
さらに、地域ケアプラザや老人福祉センター、高齢者施設・住まいの相談センター等、高齢者の

利用頻度が高い施設での配架や、高齢者が多く参加するイベント、講座等での配布、高齢者のみ世

帯の比率が高い自治会への配布等、ターゲット層となる持ち家を持つ高齢者が手に取りやすくなる

工夫を行います。 
  

〈空き家にしない「わが家」の終活ノート〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② ターゲット層が持ち家について考える機会に目にする書類への情報掲載             

固定資産税の納税通知書に同封される制度案内チラシに情報を掲載することで、持ち家を持つ高

齢者世帯等に、空家の相続に備えることや住まいの終活について考えることを促します。 
また、「高齢者福祉保健事業のあんない」や介護サービス事業者ガイドブック「ハートページ」等

にも空家の相続に備えることや住まいの終活を促す情報を掲載することで、親の介護を考え始める

タイミングでの子世代への情報提供を行います。 

第４章 空家等対策の具体的な施策 

４－１ 空家化の予防 

発行元：神奈川県居住支援協議会 
発行日：令和２年２月（令和５年１月一部改訂） 
目次： 
 第 1章 「わが家」の終活ノートを作成してみましょう 
 第 2章 終活の参考となる制度について 
 第３章 相続された方へ 
  １ 亡くなられた場合の手続き 
  ２ 土地・建物の相続登記について 
 第４章 相談できる関係団体のご案内 
 資料編 各種契約書のひな型 
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③ 子世代に興味をもってもらえるコンテンツづくりと媒体での発信               

空家のまま放置しておくことのデメリットや早期の対応によるメリットが伝わるパンフレット

や動画など、持ち家を持つ高齢者世帯の子世代に興味を持ってもらえるコンテンツを作成します。

そして、ＳＮＳや動画配信サービス等、子世代がよく利用する媒体を活用して、例えばお盆の時期

や年末など、親の持ち家について考える機会をとらえた発信を行います。 

 

④ 広報よこはま等を活用した普及啓発                            

多くの市民が目にする「広報よこはま」で、空家化の予防や住まいの終活をテーマとする記事

を掲載するなど、市の広報ツールを活用した空家化の予防につながる普及啓発を進めます。 

 

〈広報よこはまによる普及啓発の例（広報よこはま神奈川区版 令和５年 12月号）〉 
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（２）ワンストップで継続的な支援ができる相談体制の強化                                

① 空家の総合案内窓口と専門家団体等との連携強化                       

 空家の総合案内窓口や専門家団体等では、相続への備えや土地の境界、登記の問題など、居住中

の方からの相談を受けるとともに、居住中の段階からできることをパンフレットやホームページ等

で周知します。 

また、空家の総合案内窓口では、専門的なアドバイスが必要な場合に専門家団体等の相談窓口の

紹介していますが、解決に至るまで相談者を継続的にフォローできるよう、空家の総合案内窓口と

専門家団体等との連携を強化します。 

  

② 相談窓口を持つＮＰＯや民間事業者等との連携による相談体制の強化              

  ワンストップ型や伴走型の相談窓口・体制を持つＮＰＯや民間事業者等と連携することで、空家

に関する市民の複合的な悩みを継続的に支援できるようにします。 

ＮＰＯや民間事業者等との連携にあたっては、協定の締結や法改正により創設された空家等管理

活用支援法人制度の活用を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 身近な場所で相談ができる「出前相談」の仕組みの検討                   

  居住中の段階から、区役所や地域ケアプラザ等、身近な場所で住まいの終活等について相談がで

きるよう、協定を締結する専門家団体等と連携し、専門家による「出前相談」の仕組みを検討しま

す。 

〈空家の相談窓口の強化後のイメージ〉 

持
ち
家
の
将
来
を
検
討
さ
れ
て
い
る
方

空
家
等
所
有
者
等

空
家
の
総
合
案
内
窓
口

専門家団体相談窓口

市と連携するNPO・民間事業者等による相談窓口

横浜市

相談

専門家窓口
を紹介

必要に応じ
他の専門家
窓口を紹介

相談

報告

相談

紹介

相談

窓口
紹介

報告 助言 報告 助言

神奈川県宅地建物取引業協会
全日本不動産協会神奈川県本部横浜支部

神奈川県弁護士会

相談内容
の解決

相談

神奈川県司法書士会

神奈川県土地家屋調査士会

横浜市建築士事務所協会

横浜プランナーズネットワーク

神奈川県不動産鑑定士協会

神奈川県行政書士会

東京地方税理士会

横浜市シルバー人材センター

神奈川県ペストコントロール協会

連携
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（３）福祉部局や地域ケアプラザ等との連携強化                                

① 住まいの終活を考える講座開催の地域ケアプラザ等への働きかけ               

   一戸建の住宅にお住いの高齢者に対して、市の福祉部局や社会福祉協議会、地域ケアプラザなど

と連携し、出前講座等による重点的な普及啓発活動を行います。 

具体的には、住まいの終活を考える講座をパッケージ化し、高齢者のみ世帯が多い地域にある地

域ケアプラザや老人福祉センター等に講座の開催の働きかけを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 高齢者の介護や生活支援に携わる職員等向けの研修・情報提供の実施                          

   高齢者の介護や生活支援の相談の中で、持ち家をどうしたらよいかの相談を受けた際に、適切な

相談窓口や支援制度を紹介できるよう、地域ケアプラザ職員やケアマネージャー等が集まる会合で

研修や情報提供を実施します。 

 

③ 福祉部局等が発行するガイドブック等への情報掲載                          

   「高齢者福祉保健事業のあんない」や介護サービス事業者ガイドブック「ハートページ」等、市

の福祉部局等が発行するガイドブック等に、住まいの終活を促す情報を掲載します。（再掲） 

  

〈地域ケアプラザでの出前講座の例（旭区）〉 
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（４）地域ごとの課題や特性を踏まえた予防対策                                

① 地域の課題に応じた相談会やセミナー等の開催                       

協定を締結している専門家団体と連携して、居住中の方も対象とした「空家の無料相談会」を開

催します。また、協定を締結している専門家団体等が主催する、空家に関するセミナー等と積極的

に連携し、広く市民に向けた相談対応及び普及啓発を進めます。 

これらに加えて、地域の状況に応じて、区役所等が独自に相談会やセミナー等を開催できるよう

「空家の無料相談会」の開催マニュアルや説明資料を整備するとともに、関心の高い自治会町内会

や相談が多い地域の自治会町内会等との連携により、各地域の課題に応じた出前型の相談会等を開

催することを検討します。 
 

〈空家無料相談会の様子〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈区の独自開催によるセミナー・相談会の例（栄区）〉 
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② 地域の特性や課題をふまえた取組                              

区や地域の特性により、空家の状況は大きく異なっています。そのため、必要に応じて、区役所

と自治会町内会や地元企業との連携等による、地域の特性や課題をふまえた空家化の予防対策を進

めます。 

 

③ 住まいや空家に関わるデータの分析に基づいた戦略的な対策の検討              

モデル区を設定した上で、空家の分布や世帯構成、居住年数、開発年代や建物の築年数、道路の

幅員、駅からの距離、まちづくりルールの設定状況など、住まいや空家に関わる関連データの分析

により、空家化の予防につながる効果的な対策を検討します。また、モデル区での検討結果をふま

えて、全市的な対応を検討します。 
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  利用可能な空家については、中古住宅としての賃貸や売却等、市場での流通を前提に、子育て世

代等の住まいとしての活用を促進します。また、流通に乗らない空家については、地域活性化に資

する施設としての活用を支援します。これらにより、地域の活性化や子育て支援、まちの魅力向上

につなげます。 

老朽化等により利用が難しい空家については、改善の効果的な動機づけにより除却や除却後の流

通を促していきます。また、空家跡地については、住宅のほか、防災広場の整備など地域の環境改

善に資する活用を促進します。 

 

（１）地域の活性化に資する施設としての活用の支援強化                

① 既存の支援制度の改善・拡充の検討                
2021（令和３）年度に「空家活用のマッチング制度」、「空家活用の専門相談員派遣事業」、「空家

の改修等補助金」を創設し、地域活性化に資する施設としての空家活用を支援しています。これら

の制度を、空家の無料相談会や出前講座、職員等向けの各種研修の場など、様々な機会を通じて周

知するとともに、利用者の声等を踏まえた制度の見直しや支援メニューの追加など、制度の改善・

拡充を検討します。 

また、ヨコハマ市民まち普請事業や区独自の地域の居場所づくり補助金など、空家活用にも利用

できる関係区局の支援制度とあわせた総合的な支援を行います。 

 

〈空家活用の支援制度により実現した地域活動拠点〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－２ 空家等の流通・活用促進 

■かけカフェ ComeHome（泉区） 
・空家を改修してコミュニティカフェとした事例 
・こどもの居場所づくりに取り組んでいる一般社団
法人かけはしと不登校の子を持つ親の会ハピネ
スが運営 
・空家活用の専門相談員派遣事業を活用 

■Second color（瀬谷区） 
・空家を改修して就労継続支援 B型事業所とし
た事例 
・就労継続支援 B型事業所を運営する株式会
社カラーが運営 
・空家活用の専門相談員派遣事業と空家活用
のマッチング制度を活用 
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〈空家活用のマッチング制度の流れ〉 

 
空家を相続したけど使ってない。 
思い出もあるし、まだ手放したく
ないけど管理がたいへん・・・ 

地域のみんなが気軽に集まれ
る場所を作りたい！ 

⑤活用希望の連絡 

⑥対話の場の設定 
両者の合意が得られれば・・ 
横浜市市民協働推進センターの
コーディネーター立ち合いのも
と、対話の場を設定します！ 

マッチングだけでなく、 
空家のお悩みにアドバイスします！ 
適切な専門家団体もご紹介します！ 

地域課題の解決に関する 
コーディネートを行います！ 

空家の総合案内窓口 

運営︓横浜市住宅供給公社 

活動団体・事業者 所有者 

横浜市市民協働推進センター 

運営︓市民セクターよこはま 
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② 空家の流通・活用マニュアルの充実化                             

空家の地域活用を支援するため、空家活用する際に利用可能な支援制度等をまとめた「空家の流

通・活用マニュアル」を 2018（平成 30）年に作成しました。 

空家を住宅以外の用途に変更する場合の法令上の留意事項、関係区局の支援制度の紹介、最新の

活用事例等を追加するなどの充実化を図り、ホームページ等で広く周知するとともに、空家活用の

相談等の際に活用することにより、地域での空家活用を促進します。 

 

〈空家の流通・活用マニュアル〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ 空家活用の促進に向けた規制の合理化等の推進・検討                     

戸建住宅地において、コミュニティカフェや地域活動の拠点としての空家活用が可能となるよう、

第１種低層住居専用地域から第２種低層住居専用地域への用途地域の見直しや特別用途地区の指

定を進めています。また、空家活用などのニーズを見極めた上で、建築基準法の用途規制の許可基

準見直しなどを進めます。 
一戸建住宅の空家を子育て支援施設や高齢者支援施設、障害者の就労継続支援施設等で活用する

際、建物の規模に関わらず、福祉のまちづくり条例が適用されますが、条例の基準に適合させるた

めの改修が難しく、活用に至らないケースが出ています。そのため、空家活用を促進する観点から、

福祉のまちづくり条例の基準の適用規模の合理化などを検討します。 
 

④ 大学や民間事業者との連携                                

本市では、大学や民間事業者とまちづくりに関する連携協定を締結し、まちの再生・魅力向上に

取り組んでいます。空家を活用した地域の拠点づくりを進めるなど、多様な主体と相互に連携を図

りながら、まちの再生等につながる空家の活用を促進します。 
 

発行元：横浜市建築局 
発行日：平成 30年（令和５年４月一部改訂） 
目次： 
 １ 空家の地域活用とは？ 
・地域活用の手順 
・空家の活用事例の紹介 

 ２ 空家活用のマッチング制度 
 ・空家・空地を活用してほしい方（空家の所有者） 
 ・空家・空地を地域で活用したい方（活動団体・事業者等） 
 ３ 空家に関する支援・補助金 
 ・空家活用の専門相談員派遣制度 
 ・空家の改修等補助金（地域貢献型） 
 ・空家の改修等補助金（地域貢献［簡易改修］型） 
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（２）子育て世代の転入・定住促進に資する活用施策の展開                            

① 子育て世代を対象とした省エネ住宅住替え補助の本格実施                            

子育て世帯や若年夫婦世帯の住まいとしての流通を促進するため、2023（令和５）年度にモデル

的に開始した、子育て世代を対象に、最高レベルの断熱性能を備えた新築住宅への住替え（新築型）

や、ZEH レベル以上の断熱改修を行った空家への住替え（リノベ型）に要する費用の一部を補助す

る「省エネ住替え補助制度」を、拡充して本格実施します。 
 

② 子育て支援施設としての空家活用の推進                            

子育て支援に資する施設としての空家活用を推進するため、関係区局の連携により、支援強化

の方策について検討します。 
 

③ セーフティネット住宅としての空家活用の推進                             

空家活用のマッチング制度や、セーフティネット住宅登録制度による空家と入居希望者とのマッ

チング、家賃補助による入居の促進などにより、子育て世帯や高齢者、障害者等の住宅確保要配慮

者の入居を拒まない賃貸住宅（セーフティネット住宅）としての空家活用を推進します。 
 

（３）空家の除却の効果的な動機づけによる流通の促進                 

① 民間事業者との連携よる除却を動機づけるサービスの提供                  

   2022（令和４）年に民間事業者と連携協定を締結し、スマートフォン等から空家の解体費用と解

体後の土地の売却価格の概算額を無料で把握することができる web サイト「横浜市版 すまいの終

活ナビ」の提供を開始しました。 
今後も当該 webサイトを案内チラシやホームページ等で広く周知し、空家の除却や流通を促進し

ます。 
 

〈横浜市版 すまいの終活ナビの概要〉 
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② 空家の解体費等への補助による除却や建替えの促進                              

倒壊等のおそれのある空家や耐震性が低いと判定された木造住宅などの解体費の一部を補助す

る「住宅除却補助制度」の活用を促し、老朽化した空家の除却を促進します。さらに、より一層の

除却の促進に向けて、制度拡充や広報強化等の検討を行います。 
また、地震時の火災による延焼の危険性が高い地域においては、老朽建築物の解体工事や耐火性

の高い建築物の新築工事に係る費用の一部を補助する「建築物不燃化推進事業補助」の活用を促し、

除却や建替えを促進します。 
 
③ 空き家を譲渡する場合の税制上の特例措置（譲渡所得の 3,000万円特別控除）の申請対応    

相続した空き家を譲渡する場合の税制上の特例措置の申請対応を円滑に行うことで、相続により

生じた空家の市場での流通を促進します。 
本特例措置の情報を固定資産税の納税通知書の案内チラシに掲載するなど、引き続き広報周知に

努めるとともに、申請件数の増加に対応できるよう、ホームページの案内を充実させます。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

④ 単独の敷地では活用が困難な敷地と隣地の統合を支援する制度の創設             

地震時の火災による延焼の危険性が高い地域において、敷地が狭小であったり、接道条件が良く

ないなどにより単独では建替えや活用が困難な敷地に対し、隣地との統合を支援する制度を創設し、

老朽化した空家等の除却や建替えを促進します。 

 
⑤ 指定容積率等の緩和による空家等の建替え促進                        

第一種低層住居専用地域の中には、比較的小規模な敷地や築年数の経過した住宅が多く建ち並ぶ

地区が存在します。このような地区において、空家等の建替えを促すとともに、ゆとりある住空間

が創出され居住者のニーズや生活スタイル等に応じた自由な住まい方や働き方が可能となるよう、

指定容積率等を緩和する都市計画の見直しを進めています。 

 

 

■ 空き家の発生を抑制するための特例措置（空き家の譲渡所得の 3,000万円特別控除） 

相続日から起算して３年を経過する日の属する年の 12月 31日までに、被相続人の居住の用に供していた

家屋を、相続した相続人が、当該家屋（耐震性のない場合は耐震リフォームをしたものに限り、その敷地を

含む。）又は除却後の土地を譲渡した場合、また、売買契約等に基づき、買主が譲渡の日の属する年の翌年

２月 15日までに耐震改修又は除却の工事を行った場合には、当該家屋又は土地の譲渡所得から 3,000万円

を特別控除する制度。 

2016（平成 28）年度の税制改正にて創設され、これまで適用期間の延長が２回行われました。2024（令和

６）年１月現在の適用期間は、2027（令和９）年 12月 31日までとなっています。 
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（４）ワンストップで継続的な支援ができる相談体制の強化 （一部再掲）          

① 空家の総合案内窓口と専門家団体等との連携強化                          

  空家所有者やその親族等向けに開設している空家の総合案内窓口では、専門的なアドバイスが必

要な場合に専門家団体等の相談窓口を紹介していますが、解決に至るまで相談者を継続的にフォロ

ーできるよう、空家の総合案内窓口と専門家団体等との連携を強化します。 

  

② 相談窓口を持つＮＰＯや民間事業者等との連携による相談体制の強化              

  ワンストップ型や伴走型の相談窓口・体制を持つＮＰＯや民間事業者等、また、サブリースや買

取により自ら活用する空家再生事業者等と連携することで、空家の流通・活用に向けた市民の複合

的な悩みを継続的に支援できるようにします。 

ＮＰＯや民間事業者等との連携にあたっては、協定の締結や法改正により創設された空家等管理

活用支援法人制度の活用を検討します。 

 

③ 身近な場所で相談ができる「出前相談」の仕組みの検討                   

  区役所や地域ケアプラザ等、身近な場所で空家等の活用や流通に関する相談ができるよう、協定

を締結する専門家団体等と連携し、専門家による「出前相談」の仕組みを検討します。 

  

（５）地域の環境改善等に資する跡地活用等の促進                    

① 跡地活用の支援策の拡充の検討                              

   地震時の火災による延焼の危険性が高い地域においては、地域住民がまちの防災広場の整備等を

行う場合に整備費の一部を補助する「身近なまちの防災施設整備事業補助」の周知や活用の働きか

けにより、防災性向上に資する跡地活用を引き続き推進します。 
さらに、市全域においても、自治会町内会による広場や菜園としての活用等、地域の環境改善等

に資する跡地活用を支援する方策を関係区局の連携により検討します。 
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適切な管理がされれていない空家は、防災、衛生、景観等において地域住民の生活環境に悪影響を

及ぼすおそれがあるため、防止、解消に向けた対応が引き続き必要です。 
空家の所有者等に対して、適切な管理が行われていない状態の防止・解消に向けた早期からの普及

啓発を行うとともに、管理不足空家等で周辺へ悪影響を及ぼしている空家については、行政による情

報提供や助言、指導を行い、改善を促していく必要があるため、以下の取組を実施します。 
 

〈管理状態に応じた空家等の分類〉 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）所有者等への普及啓発                            

① パンフレット、チラシ等を使用した早期からの普及啓発                         

空家の所有者等となった場合、建物の破損や樹木の繁茂、不審者の侵入や衛生害虫の発生などに

より、周辺に迷惑を及ぼさないように、空家を適正に管理していただく必要があります。そのため、

空家の管理、流通・活用を薦めるパンフレットをホームページ掲載するとともに、区役所・市役所

の窓口、専門家団体等にて配布することで、適正管理に向けた早期からの情報提供・意識啓発を行

います。 
これらに加えて、広報よこはま等を活用し、地域の特性や課題をふまえた空家の管理に係る普及

啓発に取り組みます。 

また、固定資産税の納税通知書に同封する資料に、空家の適切な管理を促すための文章を掲載す

ることで、市内の一戸建住宅の所有者等に対する定期的な注意喚起を行います。 
  

４－３ 管理不足空家等の防止・解消 

空家等（空家法第２条第１項） 

管理不全空家等 
（空家法第 13条第１項） 

適切な管理がされている空家等 
特定空家等 

（空家法第２条第２項） 

時間の経過 

管理不足空家等 
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（２）多様な担い手との連携による空家管理等                      

① ＮＰＯ・民間事業者との連携による相談体制の強化（一部再掲）                                  

   空家の所有者等が抱える空家に関する悩みは多岐にわたるため、ワンストップ型や伴走型の相談

窓口・体制を持つＮＰＯや民間事業者等と連携することで、市民がニーズにあわせて相談先を選択

できる体制に強化します。 
連携にあたっては、協定の締結や法改正により創設された空家等管理活用支援法人制度の活用を

検討します。  

また、空家の見回りや管理代行等を行う民間事業者等を安心して利用できる環境を整えることで、

遠方に居住している等、自身で空家を管理することが難しい方の空家の適切な管理を推進します。 
  

② 多様な担い手の動きへの支援                                

近年、自治会町内会が、空家の位置や所有者の把握、空家の見守り、庭木の剪定等の管理の代

行を実施するなど、多様な担い手による新たな動きがあります。 

このような、地域や団体等が独自に進める空家対策の活動に対する支援策を検討します。 
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（３）所有者等への改善指導等による自主改善の促進                 
 

① 区局連携体制による改善指導の実施                            

   周辺へ悪影響を及ぼす空家は課題が多岐にわたるため、区役所、建築局、消防局、市民局、資源

循環局、医療局、道路局など関係区局が連携し、管理不全の程度や周辺への悪影響の程度に応じ空

家等の所有者等への改善に向けた働きかけや指導を実施します。 

周辺住民からの相談に対しては、まずは相談内容に応じて区民に身近な区役所の担当部署が窓口

となり、相談内容や現地状況の把握、所有者調査を実施し、空家等の所有者等へ適切な維持管理の

働きかけ等を行います。課題が複数部署にまたがる案件に対しては、関係する部署が連携するとと

もに、相続が発生し所有関係が複雑になっている案件など、必要に応じて専門知識を持つ事業者等

の協力を得て対応します。併せて、民法に規定される相隣関係の制度（※）を情報提供することで、

相談者が取り得る対策等の選択肢を広げる手助けをします。 

さらに、緊急的な対応を要する状況のものについては、とりまとめ局へ適宜引き継ぐ等の対応を

行います。 

また、各方面から寄せられる空家等に関する情報の共有化を目的として構築した、空家等の相

談に対するデータベースを活用し、関係区局が連携して相談対応、働きかけや改善指導を行いま

す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※民法に規定される相隣関係の制度 

 

■土地所有者による越境樹木の伐採 

民法で、土地の所有者は、一定の手続きを踏むことにより、隣地から越境してきた樹木の枝を切

除させ、又は自ら切除することができる旨を規定しています。 

民法第 233条 

土地の所有者は、隣地の竹木の枝が境界線を越えるときは、その竹木の所有者に、その枝を切除させることができる。 

２ 前項の場合において、竹木が数人の共有に属するときは、各共有者は、その枝を切り取ることができる。 

３ 第 1 項の場合において、次に掲げるときは、土地の所有者は、その枝を切り取ることができる。 

一 竹木の所有者に枝を切除するよう催告したにもかかわらず、竹木の所有者が相当の期間内に切除しないとき。 

二 竹木の所有者を知ることができず、又はその所在を知ることができないとき。 

三 急迫の事情があるとき。 

４ 隣地の竹木の根が境界線を越えるときは、その根を切り取ることができる。 

 

■利害関係人による清算人・管理人の選任を申し立て 

民法で、利害関係人は、特定の人物や建物の清算人や管理人の選任を裁判所に申し立てることが

できる旨を規定しています。選任された清算人や管理人に空家等の管理等を依頼することができま

す。 

相続財産清算人制度：民法第 952条 

相続財産管理人制度：民法第 897条の２ 

不在者財産管理人制度：民法第 25条 

所有者不明土地管理人制度：民法第 264条の２ 

所有者不明建物管理人制度：民法第 264条の８ 

管理不全土地管理人制度：民法第 264条の９ 

管理不全建物管理人制度：民法第 264条の 14 
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② 所有者調査の迅速化                                   

空家法に基づき、課税情報や戸籍、住民票の情報などを活用し、空家の所有者の調査を行って

いますが、相続関係が複雑であるため、調査が難航し指導開始までに相当の時間を要する案件も

あります。 

そこで、相続関係が複雑であるもの等については、弁護士、司法書士等の専門家の知見も活用

し、所有者の特定を確実かつ迅速に進めます。 

課税情報や戸籍、住民票のみでは所有者が特定できないものは、電気、ガス、水道等のインフ

ラ情報を扱う企業や、福祉情報を扱う部署との連携による所有者の特定を実施します。 

 

③ 特定空家等の指導強化                                  

老朽化の進行により、周辺へ著しい悪影響を及ぼすおそれがある空家が増大することを防止する

ため、所有者による自主改善をより一層促していく必要がありますが、空家の所有者はその場に居

住していないため、空家の状況や周辺に与える悪影響を具体的に把握できず、当事者意識が希薄に

なる傾向があります。 

そこで、このまま放置すると周辺へ著しい悪影響を及ぼすおそれがある空家について、空家法に

基づく特定空家等に認定した上で指導することで、所有者等が当事者意識を持つことを促し、自主

改善を促進していきます。 

さらに、特定空家等に対しては、継続的に指導通知の送付や経過観察を行う等、周辺への悪影響

の拡大防止に向けた対応を引き続き進めていきます。 

特定空家等に認定した上での指導にもかかわらず、改善されない空家については、危険性の状況

等に応じて空家法に基づく助言指導、勧告、命令及び空家条例に基づく危険の周知等を講じ、自主

改善を強く促していきます。 

また、特定空家等には、権利整理の課題があり放置されているものも多くあります。 

権利整理に課題があるものについては、個別の課題を踏まえた助言を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■横浜市における特定空家等の対応について 
 

・特定空家等の対応方針 

 そのまま放置すると、老朽化が進行し、周辺へ著しい悪影響を及ぼすおそれがある空家につい

て、特定空家等に認定した上で指導し、それでも改善の見込みが無い場合は、危険性の状況等

に応じ、空家法に基づく、助言指導、勧告等の措置を講じます。 

 特定空家等の認定基準や空家法に基づく措置等の審議については、原則、関係区局から構成

される特定空家等判定委員会（以下「判定委員会」という。）にて行います。必要に応じて、

学識経験者、弁護士などに判定委員会への出席を求め、又は意見を聞くことができます。 

・特定空家等の認定基準 

特定空家等の認定については、上記のとおり判定委員会での審議による結果を踏まえて認定し

ます。また、一定の条件を満たす空家等については、判定委員会の審議によることなく特定空家

等に認定する「特定空家等の認定基準」を定めて運用しています。 
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④ 管理不全空家等の制度の活用                               

   空家法改正で創設された管理不全空家等（適切な管理が行われていないことによりそのまま放置

すれば特定空家等に該当することとなるおそれのある状態の空家等）について、国のガイドライン

を参考に判断基準及び具体的手続を整理した上で指導・勧告することで、所有者等が適切な管理に

係る当事者意識を持ち必要な措置を講ずるよう、促していきます。 

 

⑤ 建物の老朽化以外の理由で著しく悪影響を及ぼすおそれがある空家への対応策の検討        

空家については、建物の老朽化だけではなく、樹木繁茂や衛生害虫、火災、防犯、ごみなど、多

岐にわたる相談が寄せられています。そのため、著しく衛生上有害な状態や、生活環境の保全上不

適切な状態など、建物の老朽化以外の理由で課題が生じている空家についても、特定空家等、管理

不全空家等への認定等やその他の法令に基づく対応も含め、関係区局が連携し、対応策の検討を進

めていきます。 

⑥ 空家等の所有者等への支援策の強化                            

空家等の所有者が自主改善の必要性を認識していても、相続問題や経済的事情等により自主改善

が進まない場合に対応できるよう、専門家の派遣制度の拡充や除却補助制度、企業と連携したサー

ビスの提供等の支援の推進を行います。 

また、「空家等対策に関する協定」を締結した専門家団体との連携を強化し、加えてワンストップ

型や伴走型の相談窓口・体制を持つＮＰＯや民間事業者等と連携することで、空家の所有者等がニ

ーズにあわせて相談先を選択できる体制に強化します。（再掲）。 

遠方に居住している等、自身で空家を管理することが難しい方には、空家の見回りや管理代行等

を行う民間事業者等を安心して利用できる環境を整え、空家の適切な管理を推進します。 
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（４）所有者が不明・不存在の場合の対応                       
 

① 財産清算人等の制度の活用強化                              

所有者が不明・不存在の空家については、その不動産の流動性や周辺への悪影響等を踏まえ、民

法に規定される相続財産清算人制度、不在者財産管理人制度、所有者不明土地・建物管理人制度等

を活用し、改善を図るなど、所有者等がおらず放置され続ける空家等の解消に努めます。 

これまでは、横浜市が利害関係人として、特定空家等に対して利害関係人として、財産管理人を

申立ててきましたが、空家法が改正され、市町村長が特定空家等以外の空家にも申立てが可能とな

ったため、本制度をより積極的に活用していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈財産管理人制度を活用して改善した事例〉 

 

 

 

  

■財産清算人等の制度概要 

・相続財産清算人制度 

利害関係者等が裁判所に申立て、裁判所が選任した財産清算人（財産について所有者の代わりとなる者）

が、財産の売却等の清算を行う制度。 

・不在者財産管理人制度 

利害関係者等が裁判所に申立て、裁判所が選任した財産管理人（財産について所有者の代わりとなる者）

が、財産の管理を行う制度。 
・所有者不明土地・建物管理人 

利害関係者等が裁判所に申立て、裁判所が選任した土地・建物管理人（土地・建物について所有者の代わ

りとなる者）が、土地・建物の管理を行う制度。 

改善前 改善後 
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（５）切迫した危険等の行政による解消                       
 

① 空家法に基づく代執行による確実な危険の解消                              

危険性が非常に高くかつ切迫している空家については、代執行により確実に危険を解消する必

要性がある一方、代執行の執行までに必要な行政手続に要する期間や私有財産に対する公費投入

等の課題もあります。状況に応じて法で定める各代執行（「代執行」、「略式代執行」、「緊急代執行」）を適

切に使い分け適用できるよう、各代執行の適用が想定される空家等の状況を整理し、運用方法を

検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 空家条例に基づく緊急安全措置の実施                                   

所有者が確知できない特定空家等に起因して、生命又は身体に重大な危険が及ぶことを避ける

ため緊急の必要がある場合に、空家条例に基づく応急的危険回避措置の対応を行います。 

 

 

〈応急的危険回避措置の事例〉 

 

 

■空家法に基づく代執行の種類 

・代執行：  空家法第 22 条第９項に基づき、命令の措置を命ぜられた者が実施しない場合、措置をしたが十分では

ない場合又は期限までに完了する見込みが無い場合に、所有者に代わって市長自らが措置を行うこと。 

・略式代執行：空家法第 22 条第 10 項に基づき、過失がなくて命令対象者を確知することができない場合に、命令対象

者に代わって市長自らが措置を行うこと。 

・緊急代執行：空家法第 22 条第 11 項に基づき、災害その他非常時の場合で、緊急に措置がをとる必要があると認め

るときで、命令の措置をとるいとまが無いときに、命令対象者に代わって市長自らが措置を行うこと。 

改善前 改善後 
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関連データ等                                    
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（１）横浜市の空き家の状況                            
 

 2018（平成 30）年の「住宅・土地統計調査」によると、横浜市の住宅総数は 1,835,800戸、そのう

ち空き家が 178,300戸で、その内訳は、一戸建が 27,800戸、共同住宅・長屋等が 150,500戸となって

います。 
 

図 住宅・土地統計調査による住宅の種類と市内の住宅戸数  
  

 

 

 

 

 

 

 
  

※各項目の戸数は、端数処理の関係から、内訳の計と合計が一致しない場合があります。 
※「一時現在者のみの住宅」…昼間だけ使用している，何人かの人が交代で寝泊まりしているなど，そこにふだん居住している者が一人もいない住宅。 
※「その他の建物」…下宿屋，社会施設・病院・工場・作業場・事務所などや建設従業者宿舎のように臨時応急的に建てられた建物で，住宅に改造されていない
もの。 

■ 住宅・土地統計調査における空き家の種類 
 

「住宅・土地統計調査」では、「空き家」は「①二次的住宅 （別荘等）」、「②賃貸用の住宅」、「③売却用の住

宅」、「④その他の住宅」の４つに分類される。 

「④その他の住宅」とは、①から③以外の人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院などのため居住世帯が

長期にわたって不在の住宅や、建替えなどのために取り壊すことになっている住宅などをいう。 

出典：総務省「2018（平成 30）年 住宅・土地統計調査」 

１ 空家に係る住宅・土地統計調査の結果 
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① 住宅総数と世帯総数と空き家戸数の動向                            

住宅総数は 1,835,800 戸と、2013（平成 25）年に比べ 70,930 戸の増加、世帯総数は 1,662,200

世帯と、70,310 世帯の増加に対して、空き家戸数は 178,300 戸と、250 戸の増加となっています。 

 

 

図 住宅総数・世帯総数・空き家戸数の動向 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：1978（昭和 53）年～1993（平成５）年  「住宅統計調査」 

1998（平成 10）年～2018（平成 30）年 「住宅・土地統計調査」 
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② 空き家戸数及び空き家率の動向                                

2013（平成 25）年と 2018（平成 30）年を比較すると、住宅総数の増加に対して、空き家戸数の

増加は少なく、空き家率は 9.71％と 0.38 ポイント減少しました。なお全国では、2018（平成 30）

年の空き家は 8,489,000戸で 293,000戸増加し、空き家率は 13.6％で過去最高となっています。  
 

図 空き家戸数及び空き家率の動向 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の 2018（平成 30）年の空き家率 9.71％は、全国平均 13.6％より低くなっており、2013（平

成 25）年から 2018（平成 30）年までの空き家の増加率 0.14％は、全国平均 3.58％より非常に低い

結果となっています。 

一方、本市の空き家戸数は、東京都区部を除き、全国政令市で２番目に多くなっています。 
 

図 空き家戸数、空き家率及び空き家の増加率  

出典：総務省「住宅・土地統計調査」 

出典：総務省「住宅・土地統計調査」 
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   2018（平成 30）年の空き家率を横浜市の区ごとに比較すると、郊外部よりも都心・臨海周辺部

で空き家率が高い傾向にあります。隣接する自治体では、東京都心周辺の一部の区や三浦半島の

各市で空き家率が高くなっています。 

 

図 地域ごとの空き家率の比較 
  

出典：総務省「2018（平成 30）年 住宅・土地統計調査」 
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（２）横浜市の一戸建の空き家の状況                         
 

① 空き家の種類と種類別動向                                   

2018（平成 30）年時点の空き家総数 178,300 戸のうち、63.6％を「賃貸用の住宅」、29.0％を「そ

の他の住宅」が占めています。 

また、2013（平成 25）年から 2018（平成 30）年までの増加戸数は、「売却用の住宅」が多く、次

いで「賃貸用の住宅」が多くなっています。なお、「その他の住宅」の戸数は減少しています。 
 

図 空き家の種類別の動向 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 空き家の建て方と種類                                     

一戸建と共同住宅・長屋等を比較すると、空き家の種類の割合は大きく異なります。 

一戸建は戸数は少ないものの、「その他の住宅」が約 73％を占めており、賃貸や分譲などの不動

産市場で流通していない空き家が多いことがわかります。一方で、共同住宅・長屋等の空き家では

「賃貸用の住宅」が約 74％を占めており、多くが不動産市場で流通していると考えられます。 
 

図 空き家の建て方と種類 
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共同住宅・長屋等の空き家 

出典：総務省「2018（平成 30）年 住宅・土地統計調査」 

出典：総務省「住宅・土地統計調査」 
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③ 一戸建の空き家の動向                                    

2018（平成 30）年時点で、本市の一戸建の空き家は 27,800戸あり、一戸建の住宅の 4.4％を占め

ています。 

一戸建の空き家のうち、「その他の住宅」は 20,200 戸あり、2013（平成 25）年から 2018（平成

30）年までの５年間で 560戸減少しています。 

また、一戸建の空き家の「その他の住宅」のうち、腐朽・破損のある住宅は、6,400 戸と、2013

（平成 25）年から 2018（平成 30）年までの５年間で 930戸減少しています。 

 

図 一戸建の空き家戸数・空き家率等の推移 
 

 
 

  
 

 

出典：総務省「住宅・土地統計調査」 

527,740
566,310

608,030
628,400

500,000

550,000

600,000

20,500
23,800

28,740 27,800

13,200
15,970

20,760 20,200

5,120
7,330 6,400

2.5% 2.8% 3.4%

3.2%

0.9% 1.2% 1.0% 0%
1%
2%
3%
4%
5%
6%
7%
8%
9%
10%
11%
12%
13%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2003年
（平成15年）

2008年
（平成20年）

2013年
（平成25年）

2018年
（平成30年）

一戸建の住宅総数 一戸建の空き家戸数 (A)
Aのうち「その他の住宅」戸数 (B) Bのうち「腐朽・破損あり」戸数 (C)
「その他の住宅」空き家率(B/一戸建の住宅総数) 「腐朽・破損あり」空き家率(C/一戸建の住宅総数)

なお、「腐朽・破損あり」の戸数は、2008（平成20）年調査から集計開始のため、2003（平成15年）は記載なし
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④ 区ごとの一戸建の「その他の住宅」空き家率                            

一戸建の空き家における「その他の住宅」の割合は、西区、中区、南区といった木造住宅密集市街

地を抱える都心部の区で高くなっています。 

さらに、腐朽・破損のある「その他の住宅」の空き家の割合は、中区、鶴見区、磯子区といった木

造住宅密集市街地を抱える区に多い状況です。 

 

図 区別の一戸建の「その他の住宅」の空き家戸数と空き家率 

 

 

 

 

 

出典：総務省「2013（平成 25）年 住宅・土地統計調査」 
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図 区ごとの一戸建の空き家（その他の住宅）率の状況  

一戸建の空き家（その他の住宅）率
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出典：総務省「2018（平成 30）年 住宅・土地統計調査」 
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（３）住宅所有者の状況                              
 

① 世帯主の年齢別の住宅の種類                                  

世帯主が 65歳以上（高齢者層）の世帯では「持ち家」が多く、特に「一戸建の持ち家」が多くな

っています。 
 

図 世帯主の年齢別の住宅の種類 

 

 

② 年齢別人口の動向と見通し                                 

年代別人口を比較すると、64歳以下の人口が減少傾向にある一方で、65歳以上の人口は増加し

続けており、今後もしばらく増加が見込まれます。 
 

図 年齢別人口の動向と見通し（横浜市） 

 出典：総務省「国勢調査」（2015（平成 27）年）、横浜市政策局「横浜市の将来人口
推計（2015（平成 27）年基準時点」（2020（平成 32）年以降の人口推計値） 
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出典：総務省「2018（平成 30）年 住宅・土地統計調査」 
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③ 一戸建に住む高齢者のみ世帯の動向                           

いわゆる空家予備軍である一戸建住宅に住む高齢者のみ世帯の数は、2018（平成 30）年で 181,400

世帯と多く、2008（平成 20）年から 2018（平成 30）年にかけて約５万世帯増加しています。65歳

以上の老年人口率（高齢化率）は、今後も増加することが推計されており、空家予備軍である高齢

者のみ世帯の数も増加し続けることが予想されます。 

 

図 一戸建に住む高齢者のみ世帯数と割合の推移 
 

  

出典：総務省「住宅・土地統計調査」 
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（１）横浜市域の都心部と郊外部の比較                        

① 概要                                           

■調査目的 

「住宅・土地統計調査」の結果によると、横浜市域の都心部と郊外部で一戸建の空き家率や空

き家の腐朽・破損の割合が異なっていたことから、都心部と郊外部のそれぞれから一部対象地区

を選定し、実態調査を行いました。 

 

■調査対象地区 

都心部（木造住宅密集市街地） 

中区本郷町地区（中区本郷町１～３丁目） 

 昭和 35年頃までに既に市街化していた 

住宅地。地震火災の危険性が高い不燃化 

推進地域に指定されている。 

郊外部（郊外住宅地） 

 栄区上郷東地区（栄区上郷町、東上郷町、庄

戸１～４丁目、長倉町、野七里１・２丁目） 

市域南部郊外に位置する戸建て住宅地を 

中心とした地区。昭和 50年代に住宅地化 

が進行した。一部で風致地区が指定されて 

おり、建築協定区域も複数ある。 

 

 

 

■調査時期 

2022（令和４）年７月末から約１か月間 

 

  ■調査方法 

実態を把握すべき戸建空家を調査するため、予め空家の可能性が高い建物を抽出し分布図を作

成し、現地で実態を把握・確認することにしました。 

このため、予め水道の閉栓状況に関する情報（街区単位で水道閉栓の有無がわかるが、空家を

特定できない）と住宅地図（表札が出ていない家がわかるもの）の最新版により調査対象とすべ

き一戸建の空家の位置図を作成して現地で空家かどうかの判断しました。また、調査中に空家を

発見した場合には随時調査対象に追加しました。 

２ 空き家の実態調査結果 
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② 結果                                            

対象地区はいずれも一戸建の住宅の割合が高い地域です。共同住宅等が少なく、住居系建物に

対する一戸建の住宅の比率は、棟数比率で中区本郷町地区 77％、栄区上郷東地区 83％となってい

ます。一方空家の状況は、横浜市域の都心部と郊外部で異なることが分かりました。 

 

  ■都心部の特徴：中区本郷町 1～3丁目 

都心部では一戸建の空家が多く、中区本郷町地区では空家率は 6.3%であり、中区の平均（4.4％)

と横浜市の平均(3.2%)をともに上回る結果となりました。 

 

  ■郊外部の特徴：栄区上郷町、東上郷町、庄戸 1～4丁目、長倉町、野七里 1～2丁目 

郊外部である栄区上郷東地区では、空家率は 2.1％であり、横浜市（3.2％）や栄区（3.0％）

の平均をともに下回る結果となっています。 

栄上郷東地区では、空家の建替えが活発であり、その分、空家率が低くなっていると考えられ

ます。 
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（１）空家所有者等からの相談状況                        

 

① 概要                                          

2019（令和元）年度から 2022（令和４）年度にかけて、空家の所有者等から、空家の総合案内窓

口や協定を締結している専門家団体に寄せられた相談の状況です。 

 

② 結果                                          

平均して年間約 400件の相談が寄せられ、「不動産」、「相続」、「管理」の順に相談が多いという

状況です。 

 

図 空家相談の受付件数と相談内容 
 2019(令和元)年度～ 

2022(令和 4)年度  
平均 

年度別 
2019(令和元)

年度 
2020(令和 2)

年度 
2021(令和 3)

年度 
2022(令和 4)

年度 

相談受付件数 382 304 356 462 406 
  

空家の相談窓口に寄せられる相談内容  
（一件の相談で複数の内容を含む場合あり） 

不動産 90.8 73 94 90 106 
相続 32.5 24 35 42 29 
管理 34 34 35 44 23 
建築 24.8 16 23 33 27 
地域活用 25.8 7 11 56 29 
管理不全 18 10 20 24 18 

 

 

 

 

 

  

３ 空家の相談・活用・改善等のデータ 

16件
不動産 
90.8件 

相続 
32.5件 

管理 
34件 

建築 
24.8件 

地域活用 
25.8件 

管理不全 
18件 

11件

42件
44件

33件

56件

24件

106件

29件

27件

29件

2019（令和元）年度～ 
2022(令和 4)年度 2019（令和元）年度 2020（令和２）年度 2021（令和３）年度 2022（令和４）年度 

73件 94件 
90件 

24件 35件 

34件 35件 
23件 

23件 

7件 10件 20件 19件 
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（２）周辺の空き家に関する相談状況                       

 

① 概要                                             

第２期横浜市空家等対策計画策定後の 2018（平成 30）年度から 2022（令和４）年度にかけて、

管理不全な空家について本市に周辺住民から寄せられた相談等の状況です。 

 

② 結果                                             

平均して年間約 650件の相談が寄せられ、「隣地側及び道路側樹木繁茂」、「建物（老朽や腐朽

等）」、「衛生害虫・ねずみ等」の順に相談が多いという状況です。 

令和元年度は、台風被害により相談件数が増加しています。 

 

空家相談の受付件数              （件） 
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区に寄せられる空家等の相談件数 641 751 602 676 662 

建物

（本体）

229

建物

（ブロック塀）

（擁壁）

46

建物

（その他）

39
火災

25
防犯

23
ごみ

32

衛生害虫

75

道路側樹木

165

隣地側樹木

416

その他

67

0
50

100
150
200
250
300
350
400
450

＜令和４年度の相談内容ごとの相談件数＞
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（３）空家等の活用状況                               

 

① 市が支援した空家の地域活用の実績                            

 
 

所在地 活動団体 活用支援制度 施設名 活用の概要 

令
和
３
年
度 

緑区 

十日市場 

ＮＰＯ法

人 

空家活用のマッチング

制度（建築局） 

レインボー 

ホーム 

空家を外国人の学びの場と

地域交流の場として活用 

泉区 

下和泉 

一般社団

法人 

空家活用の専門相談員

派遣制度（建築局） 

かけカフェ 

ComeHome 

空家を改修し、コミュニテ

ィカフェとして活用 

戸塚区 

小雀町 

ＮＰＯ法

人 

ヨコハマ市民まち普請

事業（都市整備局） 

ちえのわチ

ュンチュン

カフェ 

空家を改修し、コミュニテ

ィカフェとして活用 

神奈川区

子安台 

地域活動

グループ 

ヨコハマ市民まち普請

事業（都市整備局） 

子安の丘み

んなの家 

空家を改修し、多世代交流

拠点として活用 

戸塚区 

平戸 

地域活動

グループ 

地域の居場所づくり補

助金（戸塚区） 

地域交流拠

点にこにこ

ハウス 

空家を地域の多世代交流の

拠点として活用 

令
和
４
年
度 

瀬谷区 

下瀬谷 
民間企業 

空家活用のマッチング

制度、空家活用の専門相

談員派遣制度（建築局） 

Second 

color 

空家を改修し、就労継続支

援 B型事業所として活用 

金沢区 

釜利谷東 

ＮＰＯ法

人 

空家活用のマッチング

制度、空家活用の専門相

談員派遣制度（建築局） 

釜利谷ふれ

あいカフェ 

空家を改修し、コミュニテ

ィカフェとして活用 

金沢区 

洲崎町 

自治会町

内会 

身近なまちの防災施設

整備事業（都市整備局） 

まちの防災

広場 

空家を解体した跡地を防災

広場として活用 

【継続】 

戸塚区 

平戸 

地域活動

グループ 

地域の居場所づくり補

助金（戸塚区） 

地域交流拠

点にこにこ

ハウス 

空家を地域の多世代交流の

拠点として活用 

磯子区 

岡村 

自治会町

内会 

地域の居場所づくり支

援補助金（磯子区） 

岡村西部第

一自治会館 

空家を改修し、地域の多世

代交流の拠点として活用 
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② 空家活用の専門相談員派遣事業の実績                                                     

 

■令和３年度 

物件 相談概要 派遣専門相談員 アドバイス内容 

泉区 

下和泉 

・都市計画法上の建築

物の制限について 

・老朽化している建物

の契約上の注意点 

等 

全日不動産協会

神奈川県本部横

浜支部 

・公益上必要な建築物としての転用につい

て市に調整を依頼 

・修理、改築等は借主負担、多額な修繕費

用が出る場合は契約解除できるよう特約

を追記 等  

・建物の耐震性、耐震

改修計画について 

横浜市建築士事

務所協会 

・建物の耐震改修および費用などについて

アドバイス 

保 土 ケ

谷区 

新井町 

・５年前から空家 

・リフォーム後借り手

がいない 

・地域のために活用し

たい 

横浜プランナー

ズネットワーク 

・地域で活用する場合の家賃相場について 

・建物まで階段があり、高齢者等の利用は

難しい 

・地域活動団体事務所や、宿舎として活用

できそう 等 

瀬谷区 

下瀬谷 

・空家の改修等補助金

の活用を検討中 

・内外装の改修・耐震

改修工事について 

横浜市建築士事

務所協会 

・建築基準法の適法状況、建築時期、構造

等について説明 

・壁配置の重要性・内装制限等の留意点を

説明等 

 

■令和４年度 

物件 相談概要 派遣専門相談員 アドバイス内容 

瀬谷区 

下瀬谷 

・改修を伴う賃貸借契

約を締結する際の、

現状復旧の取り扱い

等、諸手続きについ

て 

全日不動産協会

神奈川県本部横

浜支部 

・契約書のひな型を使用して、全体的な流

れを説明 

・改修を行う際は、事前に所有者に連絡す

ることとした。 

金沢区 

釜利谷 

・改修を伴う賃貸借契

約を締結する際の、

取り扱い等について 

神奈川県宅地建

物取引業協会 

・賃貸借でのトラブルの多くは退去時であ

るため、原状回復の範囲など細かく記載

することが望ましい 

・色々な事が絡みあった物件のため、契約

を先行するのではなく用途変更の件を解

決してから先に進む必要がある 等 
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（４）空家の改善状況                               

 

① 特定空家等の認定改善件数                                             

空家法施行から令和４年度までに、累計 356件認定し、うち件 140件改善しています。 

 

特定空家等の認定改善件数           （件） 

年度  
種別 平成 30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 

特定空家等※の認定（累計） 11 183 230 288 356 
改善済（累計） 3 19 65 96 140 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 補助制度の利用実績                                             

令和２年度より、空家等の所有者等への支援策として、専門家派遣制度及び建築物解体補助制

度を実施しています。 

専門家派遣制度は平均して年間約３件、解体補助制度は平均して年間約７件活用されていま

す。 

支援策の実施件数              （件） 

 

 

 

年度 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 

専門家派遣の実施 

（令和２モデル実施、令和３本実施） 
― 3 5 2 

解体補助制度（令和２木造住宅耐震事業を拡充） ― 5 9 7 

8
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（１）活用                                   

 

制度名 概要 担当部署 

空家活用のマッチ

ング制度 

空家・空地の所有者と、地域活動の拠点を探している団体

や事業者との橋渡しをし、対話の場を設定 

[空家等所有者] 

空家の総合案内窓

口（住まいるイン） 

[活動団体] 

横浜市市民協働推

進センター 

空家活用の専門相

談員派遣事業 

空家を地域活性化に貢献する施設に活用することを考え

ている方へ、専門的な知識を持った相談員を無料で派遣 

建築局 

住宅政策課 

空家の改修等補助

金 

地域活性化に貢献する施設としての活用を目的として行

う、空家の改修費用等を補助 

■地域貢献型 

[補助対象] 

①内外装等の改修工事費 

②耐震改修工事費 

 [補助上限額] 

補助対象①：100万円（対象経費の 1/2） 

補助対象②：150万円（対象経費の 1/2） 

■地域貢献（簡易改修）型 

[補助対象] 

①内外装等の改修工事費 

②耐震シェルター設置工事及び外構工事費 

③DIYによる改修の際の建築材料費 

[補助上限額] 

補助対象①～③の合計：100万円（対象経費の 1/2） 

建築局 

住宅政策課 

ヨコハマ市民まち

普請事業 

市民が主体で行う施設整備を伴うまちづくりを支援、助成

（空家を活用したまちづくりも対象） 

[支援内容] 

①市職員が支援 

②まちづくりコーディネーターの派遣 

③活動助成金（最大 30万円）の交付 

④整備助成金（50～500万円）の交付 

都市整備局 

地域まちづくり課 

４ 空家に関連する支援制度                        ※令和５年３月現在 
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制度名 概要 担当部署 

市民主体の身近な

施設整備への支援 

区と地域で策定されたプランに基づく市民主体の身近な

施設整備を支援 

[支援内容] 

①市職員が支援 

②まちづくりコーディネーターによる支援 

③活動経費の一部の助成（経費の８割以内、最大 10万

円） 

④施設整備費の一部の助成（経費の９割以内、最大 100

万円） 

都市整備局 

地域まちづくり課 

地域緑のまちづく

り事業 

市民からの地域の緑化の提案を募集し、一次二次選考を通

過した団体に助成金を交付 

[支援内容] 

①民有地の緑化費（設計等経費 100%、整備費 90%） 

②景観木の保全費（上限あり） 

③地域の緑化活動費（上限 100万円/年） 

環境創造局 

みどりアップ推進

課 

横浜市介護予防交

流拠点整備事業 

介護予防・生活支援につながる活動を推進するため、商店

街の空き店舗などを活用した拠点等の施設整備費等を補

助 

[補助対象] 

①工事費又は工事請負費 

②工事事務費 

[補助上限額] 

891万円 

健康福祉局 

地域包括ケア推進

課 

小規模保育事業 

小規模保育事業を実施しようとする団体に対し、予算の範

囲内で建築物の改修等に要する費用を補助 

[補助対象] 

①施設整備費 

②工事管理費 

③備品費 

[補助上限額] 

  補助対象①～③の合計：2,200万円（13人以上） 

            ：1,100 万円（６人以上 12

人以下） 

こども青少年局 

こども施設整備課 
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制度名 概要 担当部署 

親と子のつどいの

広場事業 

親と子のつどいの広場を運営、もしくは運営予定の団体に

対して、運営経費等を補助 

[補助対象] 

①事業費 

②開設準備費 

③耐震化移転費 

[補助上限額] 

  ①事業費：704万 9千円（事業実施日数・時間による） 

  ②開設準備費 

   ・初度調弁費:50万円 

   ・借上・整備補助費：110万円 

③耐震化移転費 

 ・移転事務費：50万円 

 ・借上・整備補助費：110万円 

こども青少年局 

地域子育て支援課 

放課後児童クラブ

の活動場所として

の空家活用 

放課後児童クラブを運営、もしくは運営予定の団体に対し

て、運営経費等を補助 

[補助対象] 

  ①人件費 

  ②管理運営費 

  ③児童処遇費 

  ④施設利用料金 他 

[補助上限額] 

510万２千円（年間開所日数・児童数による） 

こども青少年局 

放課後児童育成課 

磯子区地域の居場

所づくり支援補助

金 

〔磯子区内〕 

磯子区内で空き家や空き店舗、住居の空部屋等を活用した

地域交流の場や居場所づくりを進める団体に対し、施設改

修や活動のための補助金を交付、支援 

[補助対象] 

①施設改修費 

②事業活動費 

③事業開始のための耐震予備調査等の経費 

[補助上限額] 

  ①新たに事業を始めるとき  

・改修等に伴う経費：150万円 

・事業活動に伴う経費：50万円 

  ②既存の居場所で事業を行うとき：30万円（改修費等） 

③事業開始のための予備調査等：10万円（1度のみ） 

磯子区地域振興課 
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制度名 概要 担当部署 

金沢区空き家等を

活用した地域の「茶

の間」支援事業補助

金 

〔金沢区内〕 

金沢区内で、空き家、空き室、空き店舗等の活用により、

多世代の交流、子育て支援、高齢者の生活支援等、身近な

地域の課題解決や地域の活性化に向けた取組を支援 

[補助対象] 

①施設の改修費 

②事業活動費 

③事業開始のための耐震予備調査等の経費 

[補助上限額] 

  ①新たに事業を始めるとき  

・１年目：150万円 

・２～３年：50万円 

   ②同一活動主体が他に施設を開設し事業を始めるとき

又は増設して事業を行うとき 

   ・１年目：100万円 

・２～３年：50万円 

  ③事業開始のための予備調査等：10万円（1度のみ） 

④既存の居場所で事業を行う、または既存事業を継続

するとき：50万円 

金沢区地域振興課 

戸塚区地域の居場

所づくり補助金 

〔戸塚区内〕 

戸塚区内で、区民が主体となって行う居場所の活動を支援 

[補助対象] 

①物品購入費 

②印刷製本費 

③光熱水費、燃料費 

④修繕費 

⑤通信運搬費 

⑥使用料及び賃借料 

[補助上限額] 

 25万円 

戸塚区区政推進課 

緑区地域のつなが

り支援事業 

〔緑区内〕 

緑区内の空き地・空き家・空き店舗等について、区が所有

者から空き地等を借り受け、地域団体に無償で貸出。空き

地等所有者に対して奨励金を交付 

[奨励上限額] 

25万円 

緑区区政推進課 
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（２）売却                                   

 

制度名 概要 担当部署 

空き家の譲渡所得

の 3,000万円特別控

除(税控除) 

相続した空家（敷地を含む）又は解体後の敷地をお 

おむね３年以内に譲渡した際の、特別控除の適用に必要な

被相続人居住用家屋等確認書を交付 

建築局 

住宅政策課 

 

（３）解体・改善                                   

 

制度名 概要 担当部署 

住宅除却補助制度 

昭和 56 年５月末以前に建築確認を得て着工され、本市の

耐震診断の結果、耐震性が低いと判定された２階建て以下

の木造住宅に対して、解体工事に要する費用を補助 

[補助上限額] 

①課税世帯 ：20万円 

②非課税世帯：40万円 

建築局 

建築防災課 

建築物不燃化推進

事業 

〔地震時の火災によ

る延焼の危険性が高

い地域〕 

地震時の火災による延焼の危険性が高い地域において、古

い建築物を除却する場合や、燃えにくい建築物を建てる際

に、除却工事費や新築に係る工事費の一部を補助 

[補助上限額] 

 150万円（除却・新築それぞれ） 

都市整備局 

防災まちづくり推

進課 

ブロック塀等改善

事業 

道路等に面する高さ１ｍ以上で倒壊の恐れのある危険な

ブロック塀等の解体、軽量フェンス等の新設工事に要する

費用を補助 

[補助上限額] 

①10ｍ未満   ：30万円 

②10ｍ～20ｍ未満：40万円 

③20ｍ以上   ：50万円 

建築局 

建築防災課 

管理不全空家等の

専門相談員派遣事

業 

管理不足空家等の所有者等に対して、個別の事情に応じた

専門相談員を無料で派遣 

建築局 

建築指導課 

木造建築物安全相

談事業 

〔地震時の火災によ

る延焼の危険性が高

い地域〕 

古い木造建築物の耐火性能や耐震性のチェックのほか、擁

壁・崖・ブロック塀等の状態、敷地に接する道路の状況な

どの調査・助言を行う建築士を無料で派遣 

都市整備局 

防災まちづくり推

進課 
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（４）空家等の跡地活用                                 

 

制度名 概要 担当部署 

身近なまちの防災

施設整備事業（防災

広場整備） 

〔地震時の火災によ

る延焼の危険性が高

い地域〕 

老朽建築物を解体し、空地を地域コミュニティの場、かつ、

まちの防災性を高める空間（防災広場）として整備する自

治会町内会等に対し、解体工事費と広場整備費を補助 

[補助上限額] 

  ①解体工事費：300万円（建物所有者） 

  ②広場整備費：150万円（自治会町内会等） 

都市整備局 

防災まちづくり推

進課 

緑区地域のつなが

り支援事業（再掲） 

〔緑区内〕 

緑区内の空き地・空き家・空き店舗等について、区が所有

者から空き地等を借り受け、地域団体に無償で貸出。空き

地等所有者に対して奨励金を交付 

[奨励上限額] 

25万円 

緑区区政推進課 
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